提　出　書　類
（１）共通
	
	提出書類
	提出部数

	１
	プロポーザル参加表明書
	１部

	２
	ア．企画提案書
	７部

	３
	イ.機能要件回答書
	７部

	４
	ウ.参考見積書
	１部

	５
	エ．事業者概要・業務実績
	７部

	６
	オ.実施体制
	７部

	７
	カ.責任者および担当者の業務実績
	７部

	８
	質問書
	メール提出




（２）業者登録がない事業者のみ
島本町の競争入札参加資格を有していない事業者は、次の書類も、各１部、提出してください。
	提　　出　　書　　類　　一　　覧　

	１
	プロポーザル参加資格審査申請書（本町指定様式）

	２
	委任状（受任者を設ける場合）（本町指定様式、項目要件を満たすものであれば他でも可）

	３
	誓約書（暴力団排除条例関連）（本町指定様式）

	４
	身分証明書等（写し可）※申請日前３ヵ月以内のもの

	
	法人の場合
	「履歴事項証明書」（旧：商業登記簿謄本）

	
	個人の場合
	「身分証明書」及び「登記されていないことの証明書」

	５
	納税証明書（写し可）※申請日前３ヵ月以内のもの
消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書
※所管税務署にて発行
法人：納税証明書「その３」又は「その３の３」
個人：納税証明書「その３」又は「その３の２」

	６
	印鑑証明書（写し可）※申請日前３ヵ月以内のもの

	７
	財務諸表（写し可）　：貸借対照表、損益計算書及び
　　　　　　　　　　　〔法人の場合〕　株主資本等変動計算書等
　　　　　　　　　　　〔個人の場合〕　収支内訳書、営業用純資本額




【提出書類の記入方法・留意事項等】

１　プロポーザル参加資格審査申請書（本町指定様式、写し不可）
[bookmark: _Hlk43816891]⑴　申請書右上の受付番号は記入不要です。日付欄には、申請日を記入してください。
⑵　申請者欄は、本社（店）について記入してください。
⑶　受任者を置く場合は、受任者欄も記入してください。
⑷　使用印鑑欄の印鑑については、見積の提出、プロポーザルの参加及び契約の締結等に使用する印を押印してください。
⑸　連絡先は、本町から申請書及び添付書類等の内容に関する問合せに対応できる連絡先を記入してください。

２　委任状（本町指定様式、項目要件を満たすものであれば他でも可）
⑴　受任者を設ける場合のみ提出してください。
⑵　提出のない場合は本社（店）の登録となります。

３　誓約書（島本町暴力団排除条例関連）（本町指定様式）
⑴　必ず提出をしてください。
⑵　誓約書の日付は、申請日と同日を記入してください。

４　身分証明書（写し可）
⑴　法人：「履歴事項証明書」（旧：商業登記簿謄本）を提出してください。
⑵　個人：「身分証明書」及び「登記されていないことの証明書」を提出してください。
①　「身分証明書」とは、禁治産・準禁治産宣告の通知、後見登記の通知、破産宣告・破産宣告・破産手続開始決定の通知を受けていないことを証明したものです。本籍地の各市区町村で発行しています。
②　「登記されていないことの証明書」とは、成年後見制度の利用者を登記している後見登記等ファイルに登記されていないことを証明するものです。なお、この証明書を申請する際は、「登記されていないことの証明」の証明事項欄の「成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない。」にチェックを入れて申請してください。
申請場所は、以下のとおりとなります。（※手数料の金額や納付方法については、下記の機関に直接お問い合わせください。）
●窓口申請の場合・・・東京法務局民事行政部後見登録課、地方法務局本局
（大阪府内では、大阪法務局（本局））
●郵送申請の場合・・・東京法務局民事行政部後見登録課

５　納税証明書（写し可）
所管税務署にて発行の納税証明書を提出してください。
法人：納税証明書「その３」又は「その３の３」
個人：納税証明書「その３」又は「その３の２」

６　印鑑証明書（写し可）
「物品製造・役務の提供等入札参加資格審査申請書」の申請者欄に押印した実印の印鑑証明書を提出してください。

７　財務諸表（写し可）
⑴　法人：貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書等の書類です。
⑵　個人：貸借対照表、損益計算書、収支内訳書及び営業用純資本額
　　（収支内訳書及び営業用純資本額に関する書類）は、次の①又は②のいずれか１つです。
　　①　青色申告　令和５年分確定申告書に添付する決算書
　　②　白色申告　令和５年分確定申告書に添付する収支内訳書

